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3.1 概要

平成22年度に「情報通信技術を活用した新たな社会基盤の維持管理(防災対応)事業」で開発

されたシステムの改修および追加機能の開発を行った。(添付資料3ー1)

本事業では、効畢的に営み優れた成呆を達成するとともに、その成呆を適切に運営することを

目的とL-r社会基盤サポート事業コンソーシアムIを設立している。昨年度に引き続き長崎大学

も運営委員会委員として参加している。(資料3-2)

(1)事襲名

総務省「地域 ICT利活用広域連携事業」

提案事業名称情報通信技術を利用した新たな社会基盤の維持管理(防災管理)事業

(2)事集標要

平成22年度に構築した各システムを適切に運用し、運用の過程で明らかとなった課題をフィ

ードパック、改善を実施する.J!"なる利用者の拡大を図るためのノレールづくりや汎用性の向上

等を実現するとともに新しい地域への展開を進め広域連携体制を確立する。 I橋梁アセットマネ

ジメントシステム」においては、汎用性、使用性を拡大するために道路の舗装を対象として組

み込む。 IみまもりサポートシステムIは、機能をより発展させ、 Iインフラ eラーニングシス

テム」では高度専門技術者育成、技術継承に機能する研修ロードマップキコンテンツ整備を行

う。
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(3)実施体制

当該事業の目的を昨年度の成果や課題を踏まえ、今年度予定した種々な業務を実施し、目的に

合致した着実な成呆を短期間にあげるため、昨年度設置したコンソーシアムを活用し、関係者の

協力を得て事業を推進する。

リー吊

トf豆E亙G-[亙E亘己
ーーーーーーーーーーー_.

会構体名称

コンソ シアム

(週歯量員会)

事業推進協幡金

(J.r7'}~r ll.1U) 

事務局

脅+覆隈

(4)システム概要

【みまもりサポートシステム】

①業務のモデル化

活動内容

事業の遺書方針、肉容ー進捗に関する協輯 ...定を行う.

事業の彊営方針、 肉容、進慣に関する管理を行う.

集描の窓口檀能.."事務的作業を行う.

15323鰐号機玲抽選山保全公社の

-各地域の業務フローをヒアリング等により把握し、モデノレ化を図り、システム改良に反

映(受付管理者を置かないケースへの対応等)

②寒冷・積雪地域機能の追加

・寒冷地(北講道)のヒアリング等を実施し、寒冷・積雪地域における活用が可能なよう

に改良を実施.

③メ -Jレ投稿機能インタ]フェースの改良

・今後の利用性等に配慮し、MapsMailの変更及び自由な利用が可能となるようにソースコ

]ドの入手、 Yフトウェアカスタマイズ機能等を強化を図る。

-積冨・寒冷鍵引こおいても、当システムが制周できるよヲに新たな盗録画面を温加。
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【インフラーラーニングシステム】

①コース・コンテンツの拡充

・平成22年度に作成した初級技術者向けコ]ス・コンテンツに加え、平成23年度は、高

度技術者(道守、道守補等)向けコース・コンテンツを作成。今年度、寒冷・積雪地域

の機能をみまもりサポートシステムに追加することを踏まえ、当核地域における道路管

理手法のコース・コンテンツを作成する。

a.，匹..
〈髄健輔酬a・3

幽回
風車史準""'" 主主""

鰻告すべ..側帯
を.創』した痩学

S暗闇担.o..会
公益飢恩棟建殴
研究セン. 各大
手 走資進胸先2産省時
センター

3固かか.ものが

""ース種目R

...慮..・保全
書.，主備ご釘Z
"包.のコース

空整」墜墨書雌

皐盆飽盆盆温隻

勢空耳緒豊湖、

焼甥九日ぶグ噛島叫

M縄足

揃 悔彊m・2・箇m.抽
幽官帽帽・a。
附?・"輔帽~

凪温圧之孟主主隻

【橋建7セットマネジメシトシステム】

①データ管理項目の追加

・平成22年度に開発した橋梁を対象としたシステムに、道路(舗装)を管理機能として追

加し、橋梁A阻の仕様に合わせ台帳機能、検索機能等を付加する。

"'"問問ツ同ジルトシステム 1 

道路舗彼等のヂタ保存関"'.舗筆禍・'"陸銀主主冨
a・..‘偉昼過対安計百貨定~舗網飽【俊演の辱.化・3

" 
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【共通事項】

①システム連携の強化

・みまもりサポートシステムと橋梁AMS問データ連絡が可能となるように連携機能を強

化する。また、構造物情報や損傷種別なEにUcodeを適用し、構造物の諾元情報や点

検/修正情報の取扱い効率の向上、システム連携機能の強化を図る。

②クラウド運用への対応

-各地域へのヒアリング等を通じ、クラウド化のためのSLAを設計し、設計に対応した

システム構築、試験運用を実施する。システム構築にあたっては、セキュリティ対策

等を実施した上で、各地域によるアクセスが可能とすることにより円滑な活用を実現

する。クラウド化にあたっては、拡張性・移植性等を考慮し、 般的なクラウドサー

パを利用する.

③運用ル-Jレの検討

-運用費用、費用負担ノレーノレ、認証・課金方法、データ利用ルール、セキュリティ対策

等の検討及び参加インセンテイプを考慮したrジネスモデルの検討を実施する。

- ユピキ'PI日7~'f刊刊朝正係長宗必礼川;

if問答協議機構磐城
山口de解決サーバー

抽 ""0'0'-

一一一駅出典1h町J/www刷 訓 er.or凶申nω山retrlect田 h凶

「一一一一寸 Uoode同士の間違も管理

+1 虫| する.現輸出蜘間保
」一一」割分かる

(5)次年度以降の事.纏舗の見通し

平成23年度取り組んだシステムの修E、機能の拡張などを行ったシステムや仕組みを使用して

コンソーシアムに加盟している地方自治体で実際に行われている各種研修等において、継続して

I白人材の育成を推進する。また、本事業でも開発したシステム及び仕組みはインフラの管理保

全や災害時等の緊急時においても有効に機能する特徴があることから、今回被災を受けた東北各

県において使用を要望されるように広報に努める。
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業 件 議

事 業

号

名

平成23年度地域ICγ利活用広域連携事業

事業企画書

間39903公益財団法人東京都道路整嬬保全公社
構報通信技締を活用した新たな社会基盤の維持管理〈訪災対r;t)事業

連携主体)

*公益財閥法人東京都道路整{康保全公社理事長有習武罵

提叢間体の名称
東京都新描毘i!!j新書記-7-1小田急第一生命ピル20階

*黙認法人岐阜県建設研究センター理事長期;頼醸英及び代農者氏名
岐阜県峨車事薮田高5-14-53県民ふれあいセン舎一8階

瀧携主体代表〕

*公益慰問法人東京都道路整備保全公社理事長有留武司

公益財盟法人東京都道路整犠保全公社

瀧絡担当者
道路アセットマネジメント推進室

霊長 高木千太部
花抱L: 0悶3聞 5臼38引1榔 3白35引1/主印ma剖iI : 品d拘ou肝j汀ro-削叩一-a嶋ω.嶋.

1 事業の概要

わが匡は合j誌、地震、集中豪雨等の詣捺災害が多く妨災に対する備えが重要である

が、社会基盤の高齢化によって防災躍における新た牟嶺えが必要不可犬な状涜となっ

ている。伊jえば、道路橋については、高麗経清成長の期間に整髄されたものが多く、

道路橋の一般的な前期年数と考えられている建設後50年を超える選蕗擦は平成23

年で 12%、平成43年には48%に上ると毘込まれている。こうした状況のなか、

わが屈では現在までに幸いにも港橋に至るような措梁損壊の大事故は発生していない。

しかし、維持菅理先進閤で、ある米朝やカナダの暁設橋棄の掛落事故事1~j等をみると、

訪災直での地域住民の生活環境の維持に関する潜根的なリスクは高まりつつあると言

わざるを樽ない。このような状混下、平成21年2舟に詰総務省から f社会基盤の維持

費理決び更新に関する行政評価"監視一道路構の保全等を中心として-Jが勧告され

ている。

一方、臨肉の橋梁をはじめとする社会基盤の維持・管理の状況は、未だ対症擁法型

管理から軒商的な対策を行う予務保全型管理への転換が進まず、コストの縮議と人材

の斉成及び技術継意が瀧切な点検・診断、修繕を持うよでの大きな課題となってい

る。

コストの縮減に関しては、管理者である都議摘県・市区町村帯の自治体は行政コス

トの縮減iこ取り組金現状から、社会基盤の適正な維持隠管理、{彦繕についても財源状

況は非常に離しい状況である。このような鞭られた財議の中で坊災結果を高めていく

ためには、地域住民の協働による誰持管理綱院災対応の推進、中長期的な視怠で維

持制管理、惨繕コストを最適化する予防保全製管理の徹鹿等の新たな取り緩みが不可

欠となっている。

人材の警戒、技術の継翠については、社会基盤の点換祷診断、惨繕の技術が居場世
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代の経験豊富な技術者の個人的スキル!こ負うところが大会く、今後間世代の技術者の

選議・引退による現場レベルでの技術カ低下による家数発ゑが安食器毒される状況となっ

ている。このような状況に適切に対応するためには、関係殺が効果的に連携しつつ必

婆な知識・ノウハウ等を共有するtI:絡みの構築が不可欠である。

こうした背景を踏まえて、本提案では、緊急性が高い道路橋の維持管理・防災対応を

対象に、実際に維持管理を担う自治体や事業者、人材務長立を担う大学、現場に近い地域

住民等の協働のもと、先進的ノウハウや知見等を有する複数の地域が広域的に漆携し、

ICT情報技術を活用した新たな維持管沼雀防災対策の方法?を提議定するものである。本提

案は道路橋の維持管理・防災対応を対象としているが、今回対象の道路橋i求、他の栓会

基盤に発生する損傷や劣化を適切に処置できる内容となることから、今回の成5撃が{殺の
役会基盤の維持管理や防災対応にも十分適用でき、 i矯j家い地域‘分野への緩簡が期待で

きる。

2 今年度の実施肉容

れ}概要 <511J添 f事業イメージ詳線図j参照〉

情報遜信技術を活用した新たな社会主義態の維持管理(防災対応)毒事業の隠的!こ沿っ

てH22年度に構築した f橋梁アセットマネジメントシステムム「み家もりサボ…トシ

ステムム fインフラ邑ラーニン夕、システムム fインフラスキルスタンダードjの<e-シ

ステムを適切に運用し、運用の過程で明らかとなった課題をフィ…ドパック、政務し

き当初の泰業自約を着実に実施する。また、実務の中において、き議初の協約を宝章成し3震
なる利用者の拡大を図るため、必要となる各システム利用形態に関係するJl-…ルづく

りや容易に多〈の情報を取得し、実務の効率化に機能する新たな IC機縁への対応、

対象施設の拡大による汎用性の向上等によって安全"安心社会の篠立と効持率的・効5終
的な予防保会裂管理及びコスト縮減などを実現するとともに、図ご主交滋緩や教務委5霊
会などの関係機綴との連携を留りつつ新しい地域への擦問後進め広域渓携体制の縫

立を自指す。さらに現状の橋梁を対象施設として構築した f橋梁アセットマネジメン

トシステムjの汎渇性、使用性を拡大するために道路の舗装を対象として綴み込むこ

とで、複数の施設問におけるポートフォリオが組めるように機能追加を行う。すでに

構築し遼用安一部開始している「みまもりサポートシステムJ(丸機能をより発渓~

せ、何時でも管現施設を安定供用可能となるようにシステム改変及びルールづくりに

完苦手する。そのためには、現在地方吉治体を中心として行っている本塁葬祭を、稜々な

作業宏指導的立場で、技術及び管還を統合的に行っている国土交通省とも密接な漣携

をとり、全国約な展開を思指すものである。さらに、インハウスエンジアの妓総カ低

下や人材不廷は喫緊の課題であることから、 fインフラeラ…ニングシステムjを研

修等の人材育成、技術継承プログラムにおいて効果的に使用することが可能となるだ

けでなく、課題解決の有効なツーんとして機能させるために、平成 22年度に構築し

たインフラスキルスタンダ…ドを積極的に活用し、リーダとなる高度専門技術者育成、

絞終議選家!こ機能する研修ロードマップやコンテンツ護備等を行うものである。

2 
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(2) システム構成

システムの構成を以下に示す。 [0: H22年産構築済、・:H23年度構築]

G)犠梁アセットマネジメントシステム

。台~護管理システム

。構梁データ入力システム

。槽梁実化速度算定システム

G橋梁しcc計算システム
。事業平準化システム

・システム連携(みまもりサボ…ト等)

.ucode対rrr;
@システム審理施設の拡大{道路舗装等)

・クラウド化の検討

φ みまもりサポートシステム
。みまもりポ一歩Jレ&コミュニヂィサイト

G投稿用サブシスチム

G活動履践管理サブシステム

。ダイレクトメーjレサブシステム

O管理者用サブシステム

。認証基盤システム

.ucoお対応
・寒冷地等地域拡大対応

*道路菅理業務と由連携機能強化

ーユーザーイン争ーフェース機能強化

ーシステム連携機能{アセットマネジメント及話インフラeラーニング)
・クラウド化の検討

命インフラ eラーエングシステム

0教響力リキュラム設計

。コンテンツ管理方式設計

Oコンテンツ事カリキュラム制作支援
。管理者用サブシ丸子ム

G孝11用者用サブシスチム

。コミュニケーションサブシステム

O認証システム

・関係機関との連携強化

.コース・コンテンツ拡充

3 
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(3) 汎用l'生‘モデル性・愛会性
本毒事業で機築したシステムi京、各地方自治体が望む使用料、改変料等が安価で汎用

性の高いシステム構築そをま露ヌドiこ設計している。さらに、特にアセットマネジメントシ

ステムについては、実務において稜々な検証を経て有効な機能を容易に孝IJ厳し、活用

できるような設定を行うとともに、閣内外にない企業の投資判断手法及び余計害事後組

み込んだ戦略的なシステムであることから他の窓;合体へのモデル性、汎用性としても

十分なiffii億を保有していると判断している。詳細は、以下である。

①橋梁アセットマネジメントシステム

本事業で構築した f綴梁アセットマネジメントシステムjでは、箆が策定した

点検要領や基礎データ収集護要領等を取り入れると共に、既にかなりの進捗度を示

している東京都道路アセットマネジメントシステムのデータ構造を標準モデんと

して採用、構築していることから、他の地方自治体へ適用が+分に可能であり、

汎用性が高いと考える。 3主た、システムの安全性については、利用自治体とサ…

パ演の逮信を一章受インターネット路線環境下で提供されている。当システムでは

地方自治体の橋梁データという秘陵性の高いデータを扱うため、よりセキュリテ

ィの高いネットワーク (lG'官A持者事)へ友移管する事の是非について検討する。

争みまもりサポートシステム

本事業で構築した「み家もりサボ…トシステム」は、一般に使用されている携

帯電話等の議事審議米のGPS機能を利用して位置情報を白書誌取得することで、滋

報者が把援しにくい伎鑑情報を口頭で示唆する必要がなく、異常個所の検出をリ

アルタイムかっ確実に特定寸ることが可能な機能を保有している。このようなこ

とから、当システムで構築したシステムは{畿の問様な社会基態管理において、精

度が高〈種々の情報を提供で怒るなど多くの分野で活用が期待されるなど汎用性

の高いモデルである窃

ここでいう、社会基擦の管現幾務は、地域特性によって対策の内容は奥なるも

のの、業務手11壊などは大きな遣を輿はないため、住民協働型の管理体制をモデル化

することにより多くの自治体が利用できる汎F詩的なシステムとなるだけでなく、

使用状態に合わせたシステム及びルールづくりを行うことでより安全な社会義織

作りに寄与する。

また、 eラーニングで作成されたコンテンツ・教材を複数の地域で利用できる

jレールを誌行することにより、議E援な技術者の脊成や技術継承iこもつながる。

事インフラ eラーニングシステム

本事業の「インフラeラーニングシステムJで提供するeラーニング・コン

ンツi玄、世界の標準規格であるSCOF毛M (Sha rぬ怜Coば吉ばぬj君主tRefer吉丹ce
Mode J)に準拠して作成する。 SCORMIこ準拠することで、 SCORM対応する
多くのしMS(Learning Man君事締約tSyst告紛で利用可能となり、種々な機関が
必姿となる研修ロードマップに対応した効果的なコンテンツを容易に作成、活用

することカtできる。

また、これまで構築してきたシステムで使用しているコンテンツ・教材!こ加え

てより高度な技術力を持つことがでさる技術省資成に機能する研修コース剛コン

ヰ
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子ンツを整{躍することで、汎用性の高い著持物の管理が襲現し、地域開における

情報流通が程進されることが期待される。

また、 SCORM対応のLMSを採用することで、一般に流通する多くのeラ

ーニング・コンテンツを本事業において有効活用することも可能となり、技箭面

におけるj玄域連揖においても十分機能する詞容である。

@ インフラスキルスタンダード

本事業では、聞の研究機陣、関保学会などの公告さな機罷(j)揚力を得て橋梁の維

持管理人材に必要な能力要件及び研鋒ロードマップ等を整備し、さき按分野におけ

る包措的な人材育成の箆える化を襲現することを想定している。この目的に合致

するように昨年度は、盟内福のインフラスキルス歩ンダード(j)開発、整{轄を行っ

た。本スキJレスタンダードi立、橋梁に関連する器内の多く的資措制度や認定制農

との関{系も整理することで、相瓦に参照が可能となり、当該分野における標準的

な参揺モデんとしての洩透を顕ることが可能な内容となっている。今年度i立、昨

年麗開発したスキルスタンダードをベースにインフラ eラーニングの改良及びコ

ンテンツ作成を持い、より多くの技衛事!こ機能するよう一部内業等での作業を行

つ。

これら詐年度構鑑したシステム及び仕組みを有効に機能させ、実務!こ震挟合せるた

めには、多くのユーザが各システムを使用することとなる。このような場合に問題と

なるのは、使用性、経法性、機器性などである。そこで、今年度は、顧客が一時iこ集

中して逝該システムを使用した詩における場合におiナるハード的なトラブんやコス

ト謡における課題解決の有効右手段とえEるクうウド也についてもさき該年震に輸討し、

…部検証も行うことで次年度以降に懇定されるか課題処理を行うものである。

(4) 地域ICT人材育成・活用効果はついて

CD 橋梁アセットマネジメントシステム
H22年度はシステム試行者数を成果人数としたが...H23年度i立東京及び岐阜の職

員を対象立、実践の中でシステム計算結果を適正に判断し、インフラの適正管理

を主導する職員の育成を閤指す。〔盟標人数224名)

(怨みまもザサポートシスチム

討22年車はシステム試行者数を成果人数としたが、 H23年度i立東京及び岐阜、長

崎ぬ職員、技儒者、性民、自POなどを各地域の研務会や講饗会等を通じて育成する

住民ボランチィアを活用したインフラの住民協働型管理を蟻議する。{目標人数

1. 123名i
@ インフラ eラーニングシステム及びインフラスキルス歩ンダ…ド
H22年度はシステム詰行者数を成果人数としたが、 H23年j変は東京及び暁皐、長

崎お職員、技栂者、住民、肝むなど、インフうを支えるよで~\喪な正しい知識を

もった人斡の賓成を陸揚す。出標人数1，670名}

5 
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(5) 実抱体制

当該事業の詩的を昨年度の成果や課題を踏まえ、今年震予定した種々な業務を英雄

し、 E的に合致した着実な成果を短期間にあげるため、昨年度設置したコンソーシア
ムを活用し、関揮者の協力を持て事業を推進する。その際、昨年護i二部き続き、語々

な検討事項!こ技街的牟助言を行う助言者会議と事業の品質雌進捗を管理、指導する事

業推進i謀議会を設置し、効率的!こ事業を実施する。なお、事業会告の管理は事業主体
の公議財田法人東京都道蕗整舗保全公社軒理課が担う。今年設予定している実旗体制

は、以下である。

; I コン日アム 1 ; 
(運営委員会 1~ 

II 事業推進協議会 11ー」 助言者会議 i 
1 I f文字71/'.1(:;]::: "JId) 1 i I〈ア附ザトボード) I 

: I 賦瞬、長崎等 i行事務局(常勤)}-i計理課{常勤)

会議{本名事事 活動内容

コンソーシアム
事業の運嘗方針、内容、進捗に関する協議・決定を行う o

〈運営委員余)

事業措進協議会
導事業の運堂方針、内容、進捗i二関する管寝を特う。

{ス11号ンゲコミ?ティ}

事務員 業務の窓口機能及び事務的作業を行う。

計理課 5552ii33F高層重工島都道路整備保全公社の
(6) 必要経費(罫j紙 1参照)

① ICT人材予言成鍾摺へい襲 O千円

経費0)擁要

本事業費では蓋接院な人材苔成i討すわない。ただし、システム構築!こ付随してサ

ボーヲーの欝成や教育手段の提供を行っていく o

@ ICTシスチム設許網構築 33， 243=f円
経費の概要

H22年度iこ構諾したシステムをベース!こ ucodeへの対f，ちゃうーニンゲコンテンツ

の拡充などによる機能増強、道路(舗装)ヂータ管噌機能の追加や寒冷地対Jt.など

領域拡大、シスチム間の連携強生や広域連携の拡大を視野!こ入れた業績のモヂル化

など実施する。これにより新規参入の容男性や、事業のモヂル性の積槙的な向上を

自指す。

命 ICT機器類整嬬 282千円

経費の概要

H22年度に引続き、システム稼織の基盤となる機器を維持する。

6 
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(7) 費民対効畏

本事業において横築するシステムを各地方富治体ごとiこ構築した場合、そ(j)システ

ム構築襲爵iまそれぞれについてiまぽ同額が必要となることが考えら札る。さらに、各

システムを使用するために必要となるサーバ等のハード機器についても各団体に設

置することからそれら経費、田繰捜用料、関連ソフトの費患が欄別に必要となり、使

用団体が増加するごとに比併するように費用におiする効果は増加することになる。

なお、令部の ICT導入経費について、東京都とd皮皐謀、長崎県の利用実績を例に箕

定すると、各シスチムを自治体J.!ljに単独で間棟のシステムを構築した場合には、地域

連接により講築した場合と比較して、単紐Iこ3倍のシステム構築襲用を要し、今年度

替、定している北講道エリア拡大を考えると 4倍!こ増加し、縮羅効果i主導入経費総額(j)

団体数に比例する櫨となる。(但し、インフラスキルス予ンダ…ドは結用利用が可能

なため、比例算出外)

以下i二、個別に構識した場合と、地域連語により構築した場合の、システム構護費

用のコスト縮減効果を恭す。

(単位:千円〉

措梁アセットマ みまもりサボー インフラ eラー

ネジメントシス トシステム ニングシスチム

テム &インフラスキ

JレスうZンダード

自治体偲到による

構築の場合 187， 936 192，360 178，775 

地域連携による構

築の場合 46， 984 48， 090 78， 950 

期待割減効果
140， 952 144， 270 99， 825 

また、本事業において開発している各謹の道路抱設の防災、保全関連 ICTシステム

I立、 4今後{惑の道府県総政令指定都甫 a市盤町村への震関安穏定して講築していること

から、今年度予定している事業を推進することで法域連携(j)効果は計り知れないもの

となる。

7 
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(8) 今年度の関襟e:i傘成見込み

問機及び遠足誌の見込みを以下!こ芝公す。

23岩手療の
奥体的数値

言愛媛耳華街と
達成見込み

達成見込みの客観

関様 い一 その根拠 的根拠

日∞d告による 100争急務援をのitr 誌とodd議事装からこ土地滋 技術的にはタグや以コ これまでの使照実
がない場所でも定義う ードとシステムの連携で 緩、隠発状況と瑛

ことなく鋭機犯縫が 覧車成が可能。 行の点検、診断笑

湾総 E更を主デ…事ぺ…スとなっ 豪華による。

ている 264絡の繍滋諸 現住入力している

元、 30~翼闘の全員{霧器E分及 データ数及び今年

び今年波予定している滋 凌予定しているデ

路200kmの道路情報を、 -$1数から算定

話cod告だ号番号繁媛

これによりボランチィア

及び職員の点検作業にお

いて、霊童5話線設のt立鐙特
2誌をr!浅草調t緩や意章子地図iこ
ょっ1ご検索していたもの

がuc告ぬ{とによって議議善寺

!こ自在な{立音量が線建

! ucod告による
点検持!こ必 1~ -:5~il綴れ凶器勺 ま王手事システムiこ泌od告処 ucode によるヂー

f毒事議後楽5寺 となる穏 や総づけることで僚級 滋韓整官主を付加させること タ緩み取り時間 30

聞の短縮 点検デ…型台 の検事転時間がま軍総 でi叢成が可能。 秒、台帳等からの

2嬢f譲事草取得時 これによって主義然 務総での3量殺後言葉、五議後 緩み絞り善寺告書 15分

隠短縮効祭 綴及び章受i街化シミニエ 野線入ブ官、滋去の点検、 から算出

30 fif レーシ羽ン時間が 補修ヂ…告確認作業がま霊

11ぬとなる。 車議

データ管思 機き誌の以外の 繍梁1::隙られてい 既設シス ム?を使用し 輪島市の管稜線模

施設のi皇主 施設を対象台 システムtf護請書道!こ鉱 1じ必要悪者護滅後?広大ずる。 から算出。 道路E韮

ずることで安 大ずることで総合的 jiiJ JI!綴設については、喜義 主義喜62.2胸、 事警護主

全性が筒まる。 なインフラ 潔の 員IJ閲省財E主であることか ~j!J義 5.1 k mが害事

安全性が 129.8 緩会，{1ij脅撃たなる。さら ら、 宮疑念議室翁潟JIIIi詰及 出事農芸品

ftま 11:: ，郊11鰍及び締 ぴE産家主語、

施設への適用につい 燥におけるお施設校対象

ても本委託で検討し き愛媛

湾Jl I~護岸、シヱツド水

内及び高潮対策続殺

I ~をも取り込めるべー

スをt貧富サ策定

8 
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況調性の誌 寒冷地域への 地域性を考壊したメ 懇冷地特荷の事象喪件現 金盟の降雪寒;令地

大 拡大対昨!こよ ニュー項自を加える 闘をシステムに加えるこ 面覇とその他地域

る甑的な効果。 ことで寒冷地でもシ とで北海道弛エリア及び の面積比かも算出

2. 1惜の安全性 ステムを拡大するこ 東北ヱリア等でシステム した。

確保がま写能 とが可能 活用が可能となる。該当 金冨詣穣37.8

市としては、右狩市、過 降雪寒冷地語稽

主IJlIif、新犠津村、 j工思0:皆、 19. 7万m'

北出島市、社壌市恵産市、

子議第を予定。各市lIif村

i麓路臨設における維持管

理に役立つシステムへと

レベルアップする

クラウド化 運用環境のク 広域連携!こ対象ヱ 1) 業京、続阜、長崎におけ 10地域を想定し、

iこよる ICT機 ラウド化!こよ アが拡大したことに る関連業務肉容を分析、 ハード説び人件費

器の経済性 る経済強豪及 よるユーザ散を設定 ユーザが集中した場合の を算出、クラウド

及び安全性 び安全性から し、一語所での住期!こ リスクを糞定、クラウド 化!こよる5委託費照

算出(単独ハー よるハードや人件費 fとの詳細を検討し、費用 との比較を実施

ド等使用と比 を算出し、具体化す 対効果を算出 (単独住掲が 42関

較して4.2情の る。 万、クうウド委託

効議〉 1000万)

コンテンツ 6本の勤顕等コ カリキュラムの慕と スキルスタンダードに闘 コンテンツ等開発

の拡充 ンテンツ稿作 なる動翻コンテンツ したコンテンツを開発 費用と研鋒講部招

し、ラーニング を追加制弾ずること 聴費用との比較を

iこ使掃するこ でカリキュラム作成 行った。 10地域を

とと訴蜂講師 の輔が拡大 対象として算出。

を招腸した費 銅器、 コンク 1)削叩・ト 講師招聴 5年間

期との比較を 橋、ブレストレスコン 4200万、開発費用

行った。 5年関 ク1)一ト橋、木橋及び 450汚

で 3750万円の カルパート橋につい

費用削減効果 て飛来塩分及び融雪

離散布地域、大型車支

選量 10，000台以上路

線等の研鑑コースを

新設。また、講造的に

もアーチ謀、吊り構i援

系をi底部すると詞時

!こ犠議事例の多い締

端部の穣鑓部i二特色

したコースも作成

9 
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I 
各システム

のJ[，-JIAと

システム:&び lみまもりサポートシ 11翠土交通省、道県及び市I:i理複、東京都、岐

1:1:緩みのん… 1;ステム、インフラ eラ 11茎町村毒事のをまE霊祭主義や後 1.畿燃の行政豪華織の

ル化 I;i.:曜ま環翁|ーニングによる情報 1j報漏えいにおけるリスク 1.交綴を受けている

としての祭会 1j鐙殿、安翌望者の内怒資 i等から必要なき草分O)J[，…!こと、 E露土交遂守主

役や使fflt金で|料を食むデ…51ベー|ル化を異体的に行うへの{納言Fかけによ

絶対条件でまる iス毒事億人{警報の重姿 i具体的には、すでに後 iるます応努から取り

り、主主f量的な議室 11設をよ殴るセキュり i能しているfi震の穏談窓J1 1まどめ作畿は河童告

i践では来すこ!ティが求められるこ i業務等を参考に園土交通 I，と!f!JJ控訴

とはE塁菱重であ!とから設定 !省道路局及び東京濁i霊議

る。務所、岐阜国道事務所を

ベースにそれぞれ該滋す

るエリアでの都県及びili

i&町村も加えて、選絡繁

理遜報処理ルー)[，創りを

行う。 i

平成 22年度のヒヤリン仁詩臣家及び級感、主義

グを基にシステム構築しい鳴における関係翁

ていることから、{まぼ十数安対象!こ繁滋

トマネジメ 1224名

き語数システム構築・検

緩iこ関わった間体に

おけるき軽重革対象人数

議員Eアセッ i育成沼緩人数

ントシステ

ム活用によ

る総員の賓

i~及び負担

の軽減

みまもりサ i活用自穣人数 iブリッジサボ…111平成 22年度までの各地|平成20-22

数人

名
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名
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から算出

…・メンテナンスサボ

一生…及び滋守微量会

員の認定翁:&び総

予定役者撃から護軍滋

家主支線、義務下市区町

村、級車誌然、然下市町

村及び~主主尊大学、主義崎

大学における続修、オ

…ブンキャンパス参

加者数から繁滋
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100%達成できると判断 4 
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鼎

噛
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参
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で
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と

参
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習

て
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講

し

達

る

山

山

%

け

算

ω

お

ら

1

こ

か

ま

域

緩

ほ

慌

問

各室E争奪での議長霊活用をコ i各極体の

ンソ…シアムでも提言|研修及びオーブン

し、協力を求めているこ iキャンパス参加苦言

伝からほぼ達成できると|数を基iこ算出

判断
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(針案撞スケジューん

興蟻スケジューんを以下に恭す。

討23 H24 
実路内容 s月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
運営委員会"推進

O O O 
協議会
助二者会議 O O 
橋梁アセットマ
ネジメント
事業計闇策定 一通.

シスTム設計
シスァム構築 -'-

広報活動
みまもりサボー
ト
事業計画議定 四島

シスァム設計
シスァム構築 幽温也

広報活動
金インフフ eフー
ニング
事業計闇策定 ..... 

システム設計
シスァム開発
コンァンツ制 ー砂

f乍
広報活動

報告作成
… 

(10) 次年度以降の事業継続の見通し〈別紙2番頭)

今年議取り組んだシステムの{事正、機能の拡張などを行ったシステムや仕組みを使

用して2ンソ…シアム!こ脂聾している地方自治体で、実際に行わ札ている各穣研修等に

おいて、継続して ICT人材の駕成を推進する。また、本事業で開発したシステム及び

仕絡みはインフうの管理保全や災害時等の緊急時においても有効に機能する特徴が品

ることから、今回被災を受けた東北各県において穫期を要望されるように京報に努め

る。可能であれば、本事業で開発したシスチム及び昔組み等iま全国農閉が可能な内容

であることから、昨年慶、今年度iこ引き続いて事業の継続を強く謹むものである。
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